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米中首脳会談、OPEC総会、米欧金融政策に注目 
2018年12月の注目イベント 

 11月30日から12月1日にアルゼンチンのブエノスアイレスで20カ国・地域首脳会議（G20サミット）が開催

されます。同首脳会議に合わせて、米中の首脳会談が開催される見通しです。米中貿易摩擦が深刻化す

る中で、交渉の行方が注目されます。 

 また、G20サミットには、ロシアやサウジアラビアも参加しており、今回は米国を含めて、原油の生産量や価格

について協議されるとの見方もあります。12月6日には、ウィーンで石油輸出国機構（OPEC）総会が開催

される予定で、12月第1週は今後の原油生産の方向性が見えてくる大切な時期となりそうです。 

 金融政策決定会合が多くの国で開催されます。中でも13日の欧州中央銀行（ECB）理事会では、量的

緩和策終了後の金融政策に対する考え方に注目が集まりそうです。また、米連邦公開市場委員会

（FOMC）では、追加の利上げの可能性が高く、FOMCメンバーによる政策金利の見通しにも注目が集ま

りそうです。 

 日本では、19日にソフトバンクグループの中核を担う通信子会社であるソフトバンク株式会社が東京証券取

引所に上場する予定です。久々の大型上場とあって、市場の関心も高く、株式市場の動向が注目されます。 

【各国・地域の経済指標、金融政策決定会合等イベントの予定（2018年12月）】 

（注）2018年11月27日現在。日付は現地時間。  （出所）各種報道等より三井住友アセットマネジメント作成 

米国 欧州 中国・アジア・その他 日本

3日:11月ISM製造業景況指数

5日:11月ISM非製造業景況指数、

ベージュブック

6日:10月貿易収支

7日:2019財政年度暫定予算期

限、11月雇用統計、12月ミシガン大

学消費者センチメント指数(速報)

4日:ユーロ圏10月PPI

5日:ユーロ圏10月小売売上高

6日:石油輸出国機構(OPEC)総会

7日:ドイツキリスト教民主同盟(CDU)

党首選、ユーロ圏7-9月期GDP(確

報)、ドイツ10月鉱工業生産

10日:ドイツ10月貿易収支

11月30日-12月1日:20カ国・地域

首脳会議(G20サミット)

1日:米中首脳会談(観測)

4日:豪州金融政策決定会合、南アフリ

カ7-9月期GDP

5日:インド金融政策決定会合

7日:中国11月外貨準備高

8日:中国11月貿易収支

9日:中国11月PPI・CPI

3日:7-9月期法人企業統計

7日:10月家計調査、10月景気

先行CI指数・景気一致CI指数、

10月毎月勤労統計

10日:7-9月期GDP(確報)、10

月国際収支、11月景気ウォッ

チャー

11日:11月生産者物価指数(PPI)

12日:11月消費者物価指数(CPI)

14日:11月小売売上高、11月鉱工

業生産

18日:11月住宅着工件数

18-19日:米連邦公開市場委員会

(FOMC)

19日:11月中古住宅販売

20日:11月景気先行指数

11日:英国の欧州連合(EU)離脱案

議会採決

13日:欧州中央銀行(ECB)理事会

13-14日:EU首脳会議

14日:ユーロ圏12月製造業PMI

17日:ユーロ圏10月貿易収支

18日:ドイツ12月IFO企業景況感指

数

20日:イングランド銀行(BOE)金融

政策委員会

11-12日:ブラジル金融政策決定会合

13日:トルコ金融政策決定会合、フィリ

ピン金融政策決定会合

14日:中国11月鉱工業生産・小売売

上高・固定資産投資

15日:中国11月70都市住宅価格指数

19日:タイ金融政策決定会合

20日:メキシコ金融政策決定会合、イン

ドネシア金融政策決定会合

12日:10月機械受注

13日:11月東京オフィス空室率

14日:12月調査日銀短観、12月

日経日本製造業PMI

19日:11月貿易収支、ソフトバンク

株式会社　東京証券取引所に上

場予定

19-20日:金融政策決定会合

21日:7-9月期GDP(3次)、11月個

人消費、所得、PCE(個人消費支出)

コア・デフレーター

27日:12月消費者信頼感指数、11

月新築住宅販売件数

21日:英国7-9月期GDP(確報)、

ユーロ圏12月消費者信頼感指数

27日:ドイツ11月小売売上高

28日:ドイツ12月CPI

31日:中国12月製造業・非製造業

PMI

12月中:中央経済工作会議(中国)

21日:11月全国CPI

28日:11月失業率、11月有効求

人倍率、11月鉱工業生産、11月

小売業販売額

12月中:2019年度予算・税制改

正大綱を閣議決定
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